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外国人雇用管理セミナー資料

外国人労働者の雇用の現状と届出制度について
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１ 外国人雇用の現状
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在留資格 該当例

外交 外国政府の大使，公使等及びその家族

公用 外国政府等の公務に従事する者及びその家族

教授 大学教授等

芸術 作曲家，画家，作家等

宗教 外国の宗教団体から派遣される宣教師等

報道 外国の報道機関の記者，カメラマン等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営・管理 企業等の経営者，管理者等

法律・会計業務 弁護士，公認会計士等

医療 医師，歯科医師，看護師等

研究 政府関係機関や企業等の研究者等

教育 高等学校，中学校等の語学教師等

技術・人文知識・
国際業務

機械工学等の技術者等，通訳，デザイナー，
語学講師等

企業内転勤 外国の事務所からの転勤者

介護 介護福祉士

興行 俳優，歌手，プロスポーツ選手等

技能 外国料理の調理師，スポーツ指導者等

特定技能（注１） 特定産業分野（注２）の各業務従事者

技能実習 技能実習生

就労が認められる在留資格（活動制限あり）

在留資格 該当例

永住者 永住許可を受けた者

日本人の配偶者等 日本人の配偶者・実子

永住者の配偶者等 永住者・特別永住者の配偶者，我が国で出
生し引き続き在留している実子

定住者 日系３世，外国人配偶者の連れ子等

身分・地位に基づく在留資格（活動制限なし）

在留資格 該当例

特定活動 外交官等の家事使用人，ワーキングホリデー等

就労の可否は指定される活動によるもの

在留資格 該当例

文化活動 日本文化の研究者等

短期滞在 観光客，会議参加者等

留学 大学，専門学校，日本語学校等の学生

研修 研修生

家族滞在 就労資格等で在留する外国人の配偶者，子

就労が認められない在留資格（※）

※ 資格外活動許可を受けた場合は，一定の範囲内で就労が認められる。

入管法上の在留資格

（注１）平成31年４月1日から
（注２）介護，ビルクリーニング，素形材産業，産業機械製造業，電気・電子情報関係産業，
建設，造船・舶用工業，自動車整備，航空，宿泊，農業，漁業，飲食料品製造業，外食業

（平成30年12月25日閣議決定）
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日本で就労する外国人のカテゴリー（総数172.７万人の内訳）

出入国管理及び難民認定法上、以下の形態で就労が可能。

① 就労目的で在留が認められる者 約39.5万人
（いわゆる「専門的・技術的分野の在留資格」）

・ 一部の在留資格については、上陸許可の基準を「我が国の産業及び国民生
活に与える影響その他の事情」を勘案して定めることとされている。

② 身分に基づき在留する者 約58万人
（「定住者」(主に日系人)､「永住者」､「日本人の配偶者等」等）

・ これらの在留資格は、在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬
を受ける活動が可能。

③ 技能実習 約35.1万人
・ 技能移転を通じた開発途上国への国際協力が目的。

・ 平成22年７月１日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から
雇用関係のある「技能実習」の在留資格が付与されることとなった。

④ 特定活動 約6.6万人
（EPAに基づく外国人看護師・介護福祉士、ワーキングホリデー､

外国人建設就労者､外国人造船就労者等）

・ 「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容
により報酬を受ける活動の可否が決定。

⑤ 資格外活動 約33.4万人

・ 本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内(１週28時間以内等)で、相当と
認められる場合に、報酬を受ける活動が許可。

（留学生のアルバイト等）

※ 外国人雇用状況の届出状況（令和３年10月末現在）による。外国人雇用状況届出制度は、事業主が外国人の雇入れ・離職の際に、氏名、在留資格、
在留期間等を確認した上でハローワークへ届出を行うことを義務づける制度（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律第28条）。なお､「外交」、「公用」及び「特別永住者」は対象外である。

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格

在留資格 具体例

教授 大学教授等

高度専門職 ポイント制による高度人材

経営･管理 企業等の経営者・管理者

法律
･会計業務

弁護士、公認会計士等

医療 医師、歯科医師、看護師

研究 政府関係機関や私企業等の研究者

教育 中学校・高等学校等の語学教師等

技術
･人文知識
･国際業務

機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、
私企業の語学教師、マーケティング業務
従事者等

企業内転勤 外国の事業所からの転勤者

介護 介護福祉士

技能
外国料理の調理師、スポーツ指導者、
航空機の操縦者、貴金属等の加工職人等

特定技能 特定産業分野（注）の各業務従事者

（注） 介護､ビルクリーニング､素形材産業､産業機械製造業､電気･電子情報関係産業､建

設､造船･舶用工業､自動車整備､航空､宿泊､農業､漁業､飲食料品製造業､外食業

（平成30年12月25日閣議決定）
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外国人雇用事業所数及び外国人労働者数の推移（滋賀県）
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産業別外国人労働者数の割合・在留資格別外国人労働者数の割合

建設業

598人

製造業

9,936人

情報通信業

41人
運輸業、郵便業

456人

卸売業、小売業

1,093人

宿泊業、飲食

サービス業

565人

医療、福祉

433人

サービス業（他に分

類されないもの）

6,297人

その他

1,462人

外国人労働者数
20,881人

産業別外国人労働者数の割合

2.9%

47.6%

0.2%2.2%
5.2%

2.7%

2.1%

30.2%

7%

7

専門的・技術的分野

の在留資格

3,741人

特定活動

259人

技能実習

4,267人

資格外活動

916人

身分に基づく在留資格

11,698人

外国人労働者数

20,881人

在留資格別外国人労働者数の割合

17.9%

1.2%

20.4%

4.4%

56.0%



在留資格別･国籍別外国人労働者数の推移
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中国 韓国
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G7等 その他

総数
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身分に基づく在留資格 専門的・技術的分野の在留資格

特定活動 技能実習

資格外活動 その他

総数
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２ 外国人雇用状況届出制度について
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労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和四十一年法律第百
三十二号）抜粋

（外国人雇用状況の届出等）

第二十八条（抄）

事業主は、新たに外国人を雇い入れた場合またはその雇用する外国人が離職した場合には、厚生労働省令で定
めるところにより、その者の氏名、在留資格、在留期間その他厚生労働省令で定める事項について確認し、当該
事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。（平成19年10月１日施行）

※届出を怠ったり、虚偽の届出を行った場合には、30万円以下の罰金の対象となる。万円以下の罰金の対象となりま
す

届出制度の概要

外国人雇用状況の届出制度

●届出の対象となる外国人の範囲

日本の国籍を有しない者で、特別永住者及び在留資格「外交」「公用」以外の者

●届出事項

①氏名 ②在留資格 ③在留期間 ④生年月日 ⑤性別 ⑥国籍・地域⑦資格外活動許可の有無

⑧雇入れ又は離職年月日⑨雇入れ又は離職に係る事業所の名称、所在地など

令和2年3月1日以降に雇入れ・離職から、在留カード番号の記載が必要となる。

○ 届出に基づき、雇用管理の改善に向けた事業主への助言や指導、離職した外国人への再就職を支援

○ 毎年10月末時点の「外国人雇用状況の届出状況」を集計して公表

届出情報の活用

（※）
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「23.在留資格」欄
在留カードの「在留資格」又は旅券(パスポート）上

の上陸許可証印に記載されたとおりの内容を記入して
ください。

在留資格が「特定技能」又は「特定活動」の場合に
は、以下のいずれかを記入してください。

＜新しい「雇用保険被保険者資格取得届」の様式（様式第２号）＞

◆ 届出内容に変更があった場合は、外国人雇用状況届
出担当窓口にご相談ください。

例：事業所の移転､統合､廃止/在留資格の変更/被保険者の転勤など

「備考」欄
すでに電子届出により届出済みの場合、「雇用状況

届出書（様式第3号）」によって届出済みの場合、又
は在留資格変更申請中の場合に記入してください。
・電子届出によって届出済
・様式第3号によって届出済
・在留資格変更申請中

｢17.被保険者氏名（ローマ字）｣欄
届出される外国人の方の氏名を、在留カードどおり

に記入してください。

17～2３欄

●届出事項

①氏名 ②在留資格※ ③在留期間 ④生年月日 ⑤性別 ⑥国籍・地域

⑦資格外活動許可の有無 ⑧在留カード番号（Ｅ参照）

⑨雇入れに係る事業所の名称及び所在地など、取得届に記載が必要な事項
※在留資格「特定技能」の場合は分野、「特定活動」の場合は活動類型を含む（以下同じ）

●届出方法

「17」～「2３」欄に「国籍・地域」や「在留資格」などを記入してハロー

ワークに提出することによって、外国人雇用状況の雇入れの届出を行ったこと

になります。

ただし、以下の場合は記入不要です。

・ 外国人雇用状況届出の対象外となっている方

（特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の方）

●届 出 先

雇用保険の適用を受けている事業所を管轄するハローワーク（公共職業安定

所）に届け出てください。

（雇用保険被保険者資格取得届を届け出るハローワークと同様です）

●届出期限 雇用保険被保険者資格取得届の提出期限と同様です。

＜「雇用保険被保険者資格取得届」の様式（様式第２号）＞

特定技能１号（介護）
特定技能１号（ビルクリーニング）
特定技能１号（素形材産業）
特定技能１号（産業機械製造業）
特定技能１号（電気・電子情報関連産
業）
特定技能１号（建設）
特定技能１号（造船・舶用工業）
特定技能１号（自動車整備）

特定技能１号（航空）
特定技能１号（宿泊）
特定技能１号（農業）
特定技能１号（漁業）
特定技能１号（飲食料品製造
業）
特定技能１号（外食業）
特定技能２号（建設）
特定技能２号（造船・舶用工
業）

● 届出の方法について①-１《雇用保険被保険者資格取得届》

雇用保険の被保険者となる外国人の場合（雇入れ時）

特定活動（EPA）
特定活動（高度学術研究活動）
特定活動（高度専門・技術活動）
特定活動（高度経営・管理活動）
特定活動（高度人材の就労配偶者）
特定活動（建設分野）
特定活動（造船分野）
特定活動（外国人調理師）

特定活動（ハラール牛肉生産）
特定活動（製造分野）
特定活動（家事支援）
特定活動（就職活動）
特定活動（農業）
特定活動（日系４世）
特定活動（本邦大学卒業者）
特定活動（その他）

＜「雇用保険被保険者資格喪失届」の様式（様式第４号）＞

●届出事項

①氏名 ②在留資格 ③在留期間 ④生年月日 ⑤性別 ⑥国籍・地域

⑦在留カード番号（Ｅ参照）

⑧離職に係る事業所の名称及び所在地など、喪失届に記載が必要な事項

●届出方法

表面の「住所（被保険者の住所又は居所）」欄の他、裏面の「14」～「19」

欄に 「国籍・地域」や「在留資格」などを記入してハローワークに提出するこ

とで、外国人雇用状況の離職の届出を行ったことになります。

ただし、以下の場合は記入不要です。

・ 外国人雇用状況届出の対象外となっている方

（特別永住者、在留資格「外交」・「公用」の方）

●届 出 先

雇用保険の適用を受けている事業所を管轄するハローワーク（公共職業安定

所）に届け出てください。

（雇用保険被保険者資格喪失届を届け出るハローワークと同様です）

●届出期限 雇用保険被保険者資格喪失届の提出期限と同様です。

「備考」欄
すでに電子届出によって届出済みの場合、
在留資格変更申請中の場合に記入してください。

「19.在留資格」欄

在留カードの「在留資格」又は旅券(パ

スポート）上の上陸許可証印に記載された

とおりの内容を記入してください。

在留資格が「特定技能」又は「特定活

動」の場合には、以下のいずれかを記入し

てください。

｢14.被保険者氏名（ローマ字）｣欄
届出される外国人の方の氏名を、在
留カードどおりに記入してくださ
い。

雇用保険の被保険者となる外国人の場合（離職時）

● 届出の方法について①-２《雇用保険被保険者資格喪失届》

・電子届出によって届出済
・在留資格変更申請中

など

表 面

裏 面

14～1９欄

住所欄
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●外国人雇用状況届出書の見本

●届出事項

①氏名 ②在留資格 ③在留期間 ④生年月日 ⑤性別 ⑥国籍・地域

⑦資格外活動許可の有無 ⑧在留カード番号（Ｅ参照）

⑨雇入れ又は離職年月日 ⑩雇入れ又は離職に係る事業所の名称、所在地等

※⑦については雇入れ時のみの届出事項です。

●届出方法

外国人雇用状況届出書（様式第３号）に、上記①～⑩の届出事項を記載して届け出てください。届出様式はハローワーク

の窓口で配布しているほか、厚生労働省ホームページからダウンロードすることもできます。

http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyou/gaikokujin-koyou/07.html

●届 出 先
当該外国人が勤務する事業所施設（支店、店舗、工場など）の住所を管轄するハローワーク（公共職業安定所）に届け出

てください。

●届出期限 雇入れ、離職の場合ともに翌月の末日まで。

雇用保険の被保険者とならない外国人の場合（雇入れ時・離職時）

● 届出の方法について② 《 外国人雇用状況届出書＜様式第３号＞》

｢①外国人の氏名（ローマ字）｣欄
届出される外国人の方の氏名を、在留カードどおりに記入してください。

届出事項を記入

「② ①の者の在留資格」欄

在留カードの「在留資格」又は旅券(パスポート）上の上陸許可証印に記載

されたとおりの内容を記入してください。

また、在留資格が「特定技能」又は「特定活動」の場合には以下のいずれか

を記入してください。

｢⑦ ①の者の資格外活動許可の有無｣欄
在留資格「留学」など資格外活動許可を受けるべき者である場合に記入し

てください。

｢雇入れ年月日・離職年月日｣欄
届出期限内に離職した場合は、雇入れ年月日と離職年月日の両方を記入し

てください。また、届出期限内に複数回にわたって雇入れ・離職した場合
は、まとめて記入してください。

｢雇入れ又は離職に係る事業所｣欄
外国人が就労する事業所（支店、店舗、工場など）を記入してください。
なお、当該事業所が雇用保険適用事業所である場合には、適用事業所番号

を記入してください。

｢主たる事務所｣欄
｢雇入れ又は離職に係る事業所｣が支店、店舗、工場などである場合には、

本社や雇用保険適用事業所を記入してください。

派遣・請負労働者に係る届出の場合
派遣の場合、 「雇入れ又は離職に係る事業所」欄には

派遣先ではなく派遣元の事業所を記入し、□に✓を入れ
てください。

請負業者に雇用される労働者が、注文主の事業所等で
就労する場合、「雇入れ又は離職に係る事業所」欄には
請負業者の事業所を記入し、□に✓を入れてください。
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外国人雇用状況届出は

インターネットで、いつでも申請できます！

申請には「インターネット」が便利です、是非ご活用ください。

◇ インターネットなら、24時間、365日いつでも申請可能！
※ ただし、毎週日曜日の22時から翌日の８時までの間は、システムメンテナンスのためサービスを停止します。

◇ 時間とコストをかけずに申請できます！
ハローワークに来所いただく手間がかかりません。

◇ 複数の外国人の届出をまとめて申請できます！

◇ 届出情報をインターネットで確認・修正できます！

ハローワークインターネットサービス
（https://www.hellowork.go.jp/）の
「事業主の方」または「申請等をご利用
の方へ」のページ内にある「外国人雇用
状況届出」から利用することができます。

または、外国人雇用状況届出システムで

検索できます。

外国人雇用状況届出システム 検索

※ 外国人雇用状況届出システムの「操作マニュアル」はこちら（厚生労働省HPからリンク）に掲載しています。

https://www.hellowork.go.jp/dbps_data/_material_/localhost/doc/gaikokujin_koyoujyoukyoutodokede_
sousamanyuaru_.pdf

労働施策総合推進法に基づき、外国人を雇用する事業主には、外国人労働者の雇入れおよび離職の際に、在留資格

などについて、ハローワークへ届け出ることが義務づけられています。

※ 雇用保険被保険者となる外国人の場合、
雇用保険被保険者資格取得届または雇用
保険被保険者資格喪失届に「国籍・地
域」や「在留資格」などを記入してハ
ローワークに提出することで、外国人雇
用状況の雇入れまたは離職の届出を行っ
たことになります。

※ これまでに雇用保険被保険者資格取得
届、雇用保険被保険者資格喪失届および
外国人雇用状況届出書などの届出用紙に
より、一度でもハローワークに外国人雇
用状況の届出を行ったことのある事業主
の方は、インターネット上からユーザＩ
Ｄおよびパスワードを取得することはで
きません。お手数ですが、事業所を管轄
するハローワークまでお問い合せくださ
い。
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３ 外国人労働者の職場定着に向けた支援について
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外国人労働者の人事・労務支援ツール



厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

外国人労働者の職場定着のために助成金を活用しませんか？

人材確保等支援助成金 外国人労働者就労環境整備助成コースのご案内

外国人労働者を雇用する事業主の皆さまへ

外国人労働者は、日本の労働法制や雇用慣行などの知識の不足や、言語の違いなどから労働条
件・解雇などに関するトラブルが生じやすい傾向にあります。この助成金は、外国人特有の事情
に配慮した就労環境の整備を行い、外国人労働者の職場定着に取り組む事業主に対して、その経
費の一部を助成するものです。

趣旨

支 給 額

生産性要件（※）を満たした場合 生産性要件（※）を満たしていない場合

支給対象経費の２／３

（上限額72万円）

支給対象経費の１／２

（上限額57万円）

具体的な取組（就労環境整備措置）

※ 生産性要件については、厚生労働省ＨＰをご参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137393.html

A 雇用労務責任者の選任
雇用労務責任者を事業所ごとに選任し、全ての外国人労働
者と３か月ごとに１回以上の面談（テレビ電話による面談を
含む）を行う。

B 就業規則等の社内規程の
多言語化

就業規則等の社内規程の全てを多言語化し、計画期間中
に、雇用する全ての外国人労働者に周知する。

必須メニューAとBに加え、選択メニューの①～③いずれかを実施する必要があります。

① 苦情・相談体制の整備
全ての外国人労働者の苦情または相談に応じるための体制を
新たに定め、外国人労働者の母国語または当該外国人労働
者が使用するその他の言語により苦情・相談に応じる。

② 一時帰国のための
休暇制度

全ての外国人労働者が一時帰国を希望した場合に必要な
有給休暇を取得できる制度を新たに定め、１年間に１回以
上の連続した５日以上の有給休暇を取得させる。

③ 社内マニュアル・標識類等の
多言語化

社内マニュアルや標識類等を多言語化し、計画期間中に、そ
れを使用する全ての外国人労働者に周知する。

「支給対象経費」は、以下の経費を対象とします。

必
須
メ
ニ
ュ
ー

選
択
メ
ニ
ュ
ー

対象となる経費

① 通訳費 ② 翻訳機器導入費（上限10万円） ③ 翻訳料
④ 弁護士、社会保険労務士等への委託料

（外国人労働者の就労環境整備措置に要する委託料に限る）

⑤ 社内標識類の設置・改修費（多言語の標識類に限る）

支給までの流れ

滋賀労働局職業安定部職業対策課 助成金担当 TEL 077-526-8686

助成金の活用にあたり、このリーフレットに記載していない支給要件や取扱いがあります。

ご不明な点や詳細は、厚生労働省HPをご覧いただくか、最寄りの都道府県労働局職業安定部
職業対策課（助成金センター）までお問い合わせください。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

離職率要件とその他の支給要件

外国人労働者の離職率
計画期間の終了から１年経過するまでの期間の外国人労働者の離職率が10％以
下であること。ただし、外国人労働者数が２人以上１０人以下の場合は、１年経過
後の外国人労働者離職者数が１人以下であること。

日本人労働者の離職率
計画前１年間と比べて、計画期間の終了から１年経過するまでの期間の日本人労
働者の離職率が上昇していないこと。

１. 就労環境整備計画を作成・提出 【計画期間：３か月以上１年以内】

２. 対象となる就労環境整備措置の導入

３. 就労環境整備措置の実施

４. 支給申請

５. 助成金の支給

提出期間内に、本社の所在地を管轄する都道府県労働局（※）へ提出してください。

「具体的な取組（就労環境整備措置）」の選択メニュー①、②は、労働協約または
就業規則に明文化することが必要です。

②で導入した就労環境整備措置を計画どおりに実施してください。

（計画期間終了から１年）

算定期間（計画期間終了後１年）が終了して２か月以内に、本社の所在地を管轄する
都道府県労働局（※）へ提出してください。

計
画
期
間
：
３
か
月
～
1

年

お問い合わせ先

人材確保等支援助成金 外国人労働者 検 索
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya

/koyou_roudou/koyou/kyufukin/gaikokujin.html

※ 詳細はポータルサイトの検索窓口で検索するか、QRコードからアクセスください。

※ 計画や支給申請書類の提出は決められた期限内に都道府県労働局等へ提出する必要があります。
なお、郵送の場合、計画や申請書類は決められた期限までに到達している必要がありますので、
余裕を持ってご提出ください。

次の｢外国人労働者離職率｣と｢日本人労働者離職率｣に係る目標を達成する必要があります。▶

外国人雇用状況届出（労働施策総合推進法）を適正に届け出ている必要があります。▶

助成金について

16

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000199292_00008.html


外国人雇用管理アドバイザーによる事業主支援について

都道府県労働局等に「外国人雇用管理アドバイザー」※を配置し、外国人労働者の雇用管理の改善や職業生活上の

問題など、外国人を雇用する事業主からの様々な相談に対して、事業所の実態に応じた専門的な指導・援助を行う。

概要

※ 社会保険労務士や中小企業診断士など、外国人労働者の雇用管理の改善に関して深い知識と経験を有する者へ委囑。

最寄りのハローワークを通じて、外国人雇用管理アドバイザーへの相談申込みが可能（相談費用無料）。

訪問日程を調整の上、外国人雇用管理アドバイザーを事業主の元へ派遣し、相談に対応。

利用方法

※ このほか、窓口において外国人雇用管理アドバイザーによる相談を実施しているハローワークもある。

相談事例

○ 外国人労働者を雇用するにあたり、どのような点を考慮したらよいか

○ 日本語の不慣れな外国人労働者への職場教育はどうしたらいいか

○ 労働契約、職務配置、福利厚生、退職・解雇時の注意点 等

［雇用管理面での相談］

○ 生活習慣・宗教観への理解とコミュニケーションをどう図ればいいか 等

［職業生活面での相談］ 外国人雇用
事業主

ハローワーク

（労働局）

雇用管理
アドバイザー

連絡調整
訪問等による

指導・援助

相談申込み
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ご清聴ありがとうございました

18


